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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示部及び受話部を有する正面側ユニットと、主操作部を有し、前記正面側ユニットの
裏側の長軸方向にスライド自在に係合された裏面側ユニットと、前記正面側ユニット又は
前記裏面側ユニットの一側面に配設され、前記裏面側ユニットに対する前記正面側ユニッ
トの係止状態を解除するための係止解除操作体とを備えてなる携帯電話機であって、
　前記係止解除操作体が操作されて前記正面側ユニットと前記裏面側ユニットとが縮退状
態から伸展状態に移行したとき、該伸展状態を検出して伸展検出信号を発生する伸展検出
手段と、前記伸展検出信号が発生したとき、所定の電話番号に対する発呼、所定のＷｅｂ
サーバに対する接続、又は電子メール作成の起動を前記正面側ユニットの前記表示部の表
示内容に応じて行う制御手段とを有する制御部をさらに備え、前記正面側ユニットと前記
裏面側ユニットとが重なった状態（縮退状態）で、ユーザによる操作によって前記表示部
に表示内容を指定して表示させた後、前記係止解除操作体を操作して前記正面側ユニット
と前記裏面側ユニットとを縮退状態から伸展状態に移行することにより、前記制御部は、
前記正面側ユニットと前記裏面側ユニットとの縮退状態から伸展状態への変位を検出する
と共に、前記表示部に指定された表示内容に関連づけられる情報が表示されているか否か
を判定し、前記表示部に指定された表示内容に関連づけられる情報が表示されたと判定し
た場合には、前記表示部の表示内容に関連づけられる情報に基づく所定の電話番号に対す
る発呼、所定のＷｅｂサーバに対する接続、又は電子メール作成の起動を自動的に行うこ
とを特徴とする携帯電話機。
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【請求項２】
　前記制御手段は、前記正面側ユニットの前記表示部が電話帳情報の表示中に前記係止解
除操作体が操作されて前記正面側ユニットと前記裏面側ユニットとが縮退状態から伸展状
態に移行したとき、前記表示中の前記電話帳情報に対応した電話番号に対して発呼する構
成になされていることを特徴とする請求項１記載の携帯電話機。
【請求項３】
　前記制御手段は、前記正面側ユニットの前記表示部がＵＲＬ（Uniform Resource Locat
or）情報の表示中に前記係止解除操作体が操作されて前記正面側ユニットと前記裏面側ユ
ニットとが縮退状態から伸展状態に移行したとき、前記表示中の前記ＵＲＬ情報に対応し
たＵＲＬに接続する構成になされていることを特徴とする請求項１記載の携帯電話機。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記正面側ユニットの前記表示部がメッセージ情報の表示中に前記係
止解除操作体が操作されて前記正面側ユニットと前記裏面側ユニットとが縮退状態から伸
展状態に移行したとき、前記表示中の前記メッセージ情報に対応したメッセージ発信元を
宛先とする電子メール作成、又は前記表示中の前記メッセージ情報を引用する電子メール
作成の起動を行う構成になされていることを特徴とする請求項１記載の携帯電話機。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、携帯電話機に係り、特に正面側ユニットと裏面側ユニットとがスライド機構
で係合されているスライド式構造の筐体を有し、例えばダイヤル操作などを少なくする必
要がある場合に用いて好適な携帯電話機に関する。
【０００２】
【従来の技術】
携帯電話機は、その筐体が一体型（ストレートタイプ）の他、小形化の要求に対応するた
めに２つのユニットで構成され、両ユニットが結合部材で結合されて折り畳み可能な折り
畳み式構造やスライド式構造のものがある。スライド式構造の筐体は、主筐体（第１ユニ
ット）と一部の機能部を実装した可動筐体（第２ユニット）とが主筐体に対して長軸方向
にスライド可能に係合されて構成されている。そして、両ユニットが重なるように縮退さ
せて携行される。
【０００３】
この種の携帯電話機では、通話時などには両ユニットが長軸方向に離間するように伸展さ
れ、所定の手順でダイヤル操作が行われる。この場合、電源スイッチがオン状態にされた
後、開始キーが押下されて通話が可能であることが確認された後、テンキーで相手の電話
番号が入力される。その後、自動的にダイヤル動作が行われ、相手の電話番号に対する発
呼が行われる。また、自動ダイヤル機能を用いる場合、相手の電話番号を予めメモリに記
憶させておき、通話時にコールキーを押下して相手の電話番号を同メモリから呼び出し、
開始キーを押下すれば、自動的にダイヤル動作が始まる。同様に、所定のＷｅｂサーバに
対する接続や電子メールの作成の起動なども、それぞれ所定の操作によって行われる。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記従来の携帯電話機では、次のような問題点があった。
すなわち、所定の電話番号に対する発呼、所定のＷｅｂサーバに対する接続、電子メール
作成の起動などでは、利用者が携帯電話機を伸展状態にした後、それぞれ所定の操作を行
う必要がある。このため、利用者が毎回の操作に煩わしさを感じることがあるという問題
点があった。
【０００５】
この発明は、上述の事情に鑑みてなされたもので、操作性及び利便性を向上させたスライ
ド式構造の携帯電話機を提供することを目的としている。
【０００６】
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【課題を解決するための手段】
　上記課題を解決するため、請求項１記載の発明は、表示部及び受話部を有する正面側ユ
ニットと、主操作部を有し、前記正面側ユニットの裏側の長軸方向にスライド自在に係合
された裏面側ユニットと、前記正面側ユニット又は前記裏面側ユニットの一側面に配設さ
れ、前記裏面側ユニットに対する前記正面側ユニットの係止状態を解除するための係止解
除操作体とを備えてなる携帯電話機であって、
　前記係止解除操作体が操作されて前記正面側ユニットと前記裏面側ユニットとが縮退状
態から伸展状態に移行したとき、該伸展状態を検出して伸展検出信号を発生する伸展検出
手段と、前記伸展検出信号が発生したとき、所定の電話番号に対する発呼、所定のＷｅｂ
サーバに対する接続、又は電子メール作成の起動を前記正面側ユニットの前記表示部の表
示内容に応じて行う制御手段とを有する制御部をさらに備え、前記正面側ユニットと前記
裏面側ユニットとが重なった状態（縮退状態）で、ユーザによる操作によって前記表示部
に表示内容を指定して表示させた後、前記係止解除操作体を操作して前記正面側ユニット
と前記裏面側ユニットとを縮退状態から伸展状態に移行することにより、前記制御部は、
前記正面側ユニットと前記裏面側ユニットとの縮退状態から伸展状態への変位を検出する
と共に、前記表示部に指定された表示内容に関連づけられる情報が表示されているか否か
を判定し、前記表示部に指定された表示内容に関連づけられる情報が表示されたと判定し
た場合には、前記表示部の表示内容に関連づけられる情報に基づく所定の電話番号に対す
る発呼、所定のＷｅｂサーバに対する接続、又は電子メール作成の起動を自動的に行うこ
とを特徴としている。
【０００７】
　また、請求項２記載の発明は、請求項１記載の携帯電話機に係り、前記制御手段が、前
記正面側ユニットの前記表示部が電話帳情報の表示中に前記係止解除操作体が操作されて
前記正面側ユニットと前記裏面側ユニットとが縮退状態から伸展状態に移行したとき、前
記表示中の前記電話帳情報に対応した電話番号に対して発呼する構成になされていること
を特徴としている。
【０００８】
　また、請求項３記載の発明は、請求項１記載の携帯電話機に係り、前記制御手段が、前
記正面側ユニットの前記表示部がＵＲＬ（Uniform Resource Locator）情報の表示中に前
記係止解除操作体が操作されて前記正面側ユニットと前記裏面側ユニットとが縮退状態か
ら伸展状態に移行したとき、前記表示中の前記ＵＲＬ情報に対応したＵＲＬに接続する構
成になされていることを特徴としている。
【０００９】
　また、請求項４記載の発明は、請求項１記載の携帯電話機に係り、前記制御手段は、前
記正面側ユニットの前記表示部がメッセージ情報の表示中に前記係止解除操作体が操作さ
れて前記正面側ユニットと前記裏面側ユニットとが縮退状態から伸展状態に移行したとき
、前記表示中の前記メッセージ情報に対応したメッセージ発信元を宛先とする電子メール
作成、又は前記表示中の前記メッセージ情報を引用する電子メール作成の起動を行う構成
になされていることを特徴としている。
【００１８】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して、この発明の実施の形態について説明する。
第１の実施形態
図１（ａ），（ｂ）は、この発明の第１の実施形態である携帯電話機の縮退状態の外観を
示す図であり、同図（ａ）は側面図、及び同図（ｂ）が正面図である。
この形態の携帯電話機１は、同図（ａ）に示すように、正面側ユニット１０と、裏面側ユ
ニット２０とから構成されている。裏面側ユニット２０は、アンテナ２３が取り付けられ
、正面側ユニット１０の裏側の長軸方向にスライド自在に係合されている。また、裏面側
ユニット２０の一側面には、同裏面側ユニット２０に対する正面側ユニット１０の係止状
態を解除するための係止解除操作体（たとえば、ワンタッチスライドボタン）３０が配設
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されている。また、同図（ｂ）に示すように、正面側ユニット１０は、第１主表面１０ａ
を有し、表示部１１、副操作部１２、及び受話部１３を備えている。表示部１１には、タ
ッチパネル１７が組み込まれている。
【００１９】
図２（ａ），（ｂ），（ｃ）は、図１の携帯電話機が伸展された状態を示す外観図であり
、同図（ａ）は背面図、同図（ｂ）は側面図、及び同図（ｃ）が正面図である。
同図（ａ）に示すように、正面側ユニット１０は、その裏面に第１副表面１０ｂを有し、
電子撮像装置（たとえば、ＣＣＤカメラ）１４、及び指紋認証部１５の光学開口部（たと
えば、センサ部）を備えている。また、図示しないマグネットが第１副表面１０ｂ側の適
宜位置に配設されている。また、裏面側ユニット２０には、例えば縮退状態で前記マグネ
ットに対向する位置にホール素子などの図示しない磁気センサが配設されている。
【００２０】
また、同図（ｂ）に示すように、正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０とは、携帯電
話機１の内部に配設された図示しない付勢手段によって長軸方向に伸展するように付勢さ
れ、両ユニット１０，２０が重なった状態（すなわち、縮退状態）で同付勢手段に抗して
両ユニット１０，２０を係止する係止手段（たとえば、ロック機構）が備えられている。
この係止手段による係止は、係止解除操作体３０を操作することによって解除される。
【００２１】
また、裏面側ユニット２０は、同図（ｃ）に示すように、第２主表面２０ａを有し、主操
作部２１及び送話部（マイクロホン）２２を備えている。裏面側ユニット２０の内部には
、図示しない制御部などの電気回路が収容されている。
【００２２】
図３は、正面側ユニット１０及び裏面側ユニット２０の内部の電気的構成を示すブロック
図である。
正面側ユニット１０には、表示部（たとえば、ＬＣＤ液晶ディスプレイ）１１と、副操作
部（たとえば、副操作キー）１２と、受話部（たとえば、スピーカ）１３と、電子撮像装
置（たとえば、ＣＣＤカメラ）１４と、指紋認証装置１５と、正面側ユニット１０と裏面
側ユニット２０との相対位置（すなわち、伸展状態）を検出するためのマグネット１６と
、表示部１１の表面に組み込まれたタッチパネル１７とが収容されている。
【００２３】
表示部１１は、例えば、相手先の電話番号情報やアイコン情報など、諸々の情報を表示す
る。副操作部１２は、正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０とが縮退状態で、表示部
１１の表示内容を視認しながらこれに関連する電子メール操作、画像操作、着信操作など
の操作を行うためのものである。受話部１３は、各種の情報に対応した音声を発生する。
電子撮像装置１４は、自電話機の周辺の映像を取り込んで映像信号を生成する。指紋認証
装置１５は、利用者の指紋を認識して画像信号を生成する。マグネット１６は、正面側ユ
ニット１０と裏面側ユニット２０との相対位置（すなわち、伸展状態）を検出する。タッ
チパネル１７は、表示部１１の表面に組み込まれ、利用者の指による操作内容を検出する
。
【００２４】
裏面側ユニット２０には、主操作部（たとえば、操作キー）２１と、マイクロホン２２と
、アンテナ２３と、ＲＦ回路２４と、変復調回路２５と、ベースバンド処理回路２６と、
コーデック回路２７と、画像処理部２８と、認証処理部２９と、磁気センサ（たとえば、
ホール素子）２Ａと、アンテナ駆動部２Ｂと、傾斜検出部２Ｃと、位置検出部２Ｄと、時
計部２Ｅと、記憶部２Ｆと、報知手段２Ｇと、制御部４０とが収容されている。
【００２５】
主操作部２１は、送信キー、英字／カナ／漢字／数字の変換キー、電源のオン／オフキー
、カーソル操作を行うための十文字キー、及び終了キーなどから構成されている。マイク
ロホン２２は、利用者の音声を受けて送話を行う。アンテナ２３は、図示しない無線基地
局との間で電波を送受信する。ＲＦ回路２４は、図示しない受信回路、送信回路及び周波
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数シンセサイザを有している。変復調回路２５は、受信電波の復調、及び送信電波の変調
を行う。ベースバンド処理回路２６は、変復調回路２５から出力される復調信号より元の
ベースバンド信号を取り出し、コーデック回路２７へ供給する。また、ベースバンド処理
回路２６は、変復調回路２５から出力される復調信号よりキャラクタデータを取り出して
制御部４０へ供給する。コーデック回路２７は、ベースバンド処理回路２６から出力され
るベースバンド信号をディジタル／アナログ変換して受話部１３へ供給すると共に、制御
部４０の出力信号をディジタル／アナログ変換する。
【００２６】
画像処理部２８は、電子撮像装置１４から出力される映像信号を取り込んで所定の信号レ
ベルに増幅し、増幅後の映像信号をアナログ／ディジタル変換すると共に画像処理（たと
えば、ガンマ補正、ホワイトバランス調整など）を行う。認証処理部２９は、指紋認証装
置１５から出力される画像信号を取り込んで所定の画像処理（たとえば、拡大、縮小、指
紋判別点の強調など）を行い、指紋照合に用いられる特徴点の検出を行う。特徴点は、隆
線（指紋紋様の凸部）のとぎれる点（端点）及び隆線が分岐する点（分岐点）であり、こ
れらを総称して特徴点という。
【００２７】
磁気センサ２Ａは、正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０とが縮退状態のとき、マグ
ネット１６の磁界によって所定の出力信号を発生し、同縮退状態を検知する。アンテナ駆
動部２Ｂは、アンテナ２３の伸縮駆動を行う。傾斜検出部２Ｃは、携帯電話機１の傾斜の
度合に応じて移動する図示しない可動子及び同可動子の移動を検出するセンサなどで構成
され、携帯電話機１の傾斜を検出して傾斜情報を発生する。位置検出部２Ｄは、ＧＰＳ（
Global Positioning System ）受信機で構成され、宇宙空間に位置する３機以上の衛星か
ら発射された信号電波を受波して前記各信号電波の伝搬速度及び伝搬時間に基づいて前記
各衛星と自電話機との間の距離を計測することにより、少なくとも緯度及び経度を含む自
電話機の位置を測定し、位置情報を生成する。時計部２Ｅは、計時情報（年、月、日、曜
日、時刻）を発生する。記憶部２Ｆは、たとえば電話帳情報などを記憶する。報知手段２
Ｇは、たとえばスピーカ、バイブレータ、発光ダイオードなどで構成され、正面側ユニッ
ト１０と裏面側ユニット２０とが縮退状態又は伸展状態になったことを報知する。
【００２８】
制御部４０は、着信・終話制御部４１と、報知制御部４２と、アンテナ制御部４３と、回
線制御部４４と、傾斜判定部４５と、位置判定部４６と、時間判定部４７と、信号変換回
路４８と、伸展検出部４９と、表示制御部４Ａとから構成され、携帯電話機１全体を制御
する。着信・終話制御部４１は、正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０との縮退／伸
展状態に対応した着信制御動作を行う。報知制御部４２は、正面側ユニット１０と裏面側
ユニット２０との縮退／伸展状態に対応した着信時報知動作を報知手段２Ｇを制御して行
う。たとえば、正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０とが縮退状態になったとき、報
知制御部４２の制御によって報知手段２Ｇがバイブレーションのみ、発光のみ、又はバイ
ブレーションと発光とを行う。また、正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０とが伸展
状態になったとき、報知制御部４２の制御によって報知手段２Ｇが鳴音と発光とを行う。
【００２９】
アンテナ制御部４３は、アンテナ駆動部２Ｂによるアンテナ２３（伸縮可能なアンテナ、
例えばホイップアンテナ）の伸展、又は伸縮駆動制御を行う。回線制御部４４は、伸展検
出部４９から伸展検出信号が発生したとき、所定の電話番号に対する発呼、又は所定のＷ
ｅｂサーバに対する接続を前記正面側ユニットの表示部１１の表示内容に応じて行う。傾
斜判定部４５は、傾斜検出部２Ｃから出力される傾斜情報に基づいて携帯電話機１の傾斜
状態を判別する。位置判定部４６は、位置検出部２Ｄから出力される位置情報に基づいて
携帯電話機１の現在位置を判別する。時間判定部４７は、時計部２Ｅから出力される計時
情報に基づいて年、月、日、曜日、及び時刻を判別する。
【００３０】
信号変換回路４８は、画像処理部２８から出力される映像信号を所定のフォーマット（た
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とえば、ＪＰＥＧ方式）に変換する。また、信号変換回路４８は、認証処理部２９から出
力される特徴点の画像信号を指紋照合処理用のフォーマット（たとえば、各特徴点間の座
標、紋様方向、近傍特徴点間の隆線交差数、紋様方向偏差など）に変換する。伸展検出部
４９は、磁気センサ２Ａの出力信号に基づいて正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０
との縮退／伸展状態を判別し、縮退状態から伸展状態に移行したとき、伸展検出信号を発
生する。表示制御部４Ａは、ベースバンド処理回路２６から供給される受信データに基づ
いて表示部１１に表示するためのキャラクタ情報やグラフィクス情報を生成し、表示部１
１に表示する。
【００３１】
図４、図５、及び図６は、表示部１１に表示された情報を示す図である。
これらの図を参照して、この形態の携帯電話機の動作について説明する。
この携帯電話機１では、正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０とが重なって係止され
た縮退状態のとき、係止解除操作体３０をスライドさせることにより、同正面側ユニット
１０が同裏面側ユニット２０から上方向にスライドして伸展状態となり、主操作部２１が
表出すると共にマイクロホン２２と受話部１３との距離が適切になり、各種操作や音声通
話が可能になる。なお、この携帯電話機１では、正面側ユニット１０の第１主表面１０ａ
に副操作部１２が設けられているので、正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０とが重
なった状態で、表示部１１の表示内容を視認しながら同表示内容に関連する電子メール操
作、画像操作、着信操作などが行われることもある。
【００３２】
次に、係止解除操作体３０を操作して正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０とを縮退
状態から伸展状態としたときの、所定の電話番号への発呼処理、所定のＷｅｂサーバへの
接続処理、及び電子メール作成の起動処理について説明する。
（１）所定の電話番号への発呼処理
正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０とが縮退状態にある携帯電話機１において電話
帳検索などを行い、例えば、相手先の電話番号情報、アイコン情報などを表示部１１に表
示させた状態で、係止解除操作体３０を操作して伸展状態（すなわち、通話位置）とする
。たとえば、図４（ａ）では、表示部１１に電話帳情報（電話番号）を表示している状態
、図４（ｂ）では、電話番号をアイコン登録し、そのアイコンを表示部１１上でフォーカ
ス（選択）している状態、及び図４（ｃ）では、表示部１１に表示された受信メールの本
文中の電話番号を同表示部１１上でフォーカス（選択）している状態が示されている。
【００３３】
制御部４０では、伸展検出部４９で磁気センサ２Ａの出力信号に基づいて縮退状態から伸
展状態への変位、すなわち通話位置への変位が検出されると共に表示部１１の表示内容が
判定され、同表示部１１に電話番号情報、あるいは電話番号情報に関連づけられた情報（
例えば、画像、アイコン、名前などの電話帳情報）が表示されているか否かが判定される
。そして、電話番号情報、あるいは電話番号情報に関連づけられた情報が表示されていた
場合には、同電話番号情報に基づく自動発呼処理が回線制御部４４を介して行われる。な
お、表示される情報が複数の電話番号を意味する場合は、予め任意の一つを選択するよう
に設定されることがある。
【００３４】
（２）所定のＷｅｂサーバへの接続処理
縮退状態にある携帯電話機１の表示部１１にブックマーク情報、ＵＲＬ情報、あるいはＵ
ＲＬ情報に関連づけられた情報が表示された状態で、係止解除操作体３０を操作して伸展
状態（すなわち、通話位置）とする。たとえば、図５（ａ）では、表示部１１に表示され
たブックマーク（登録済み）のうちの任意のブックマークをフォーカス（選択）している
状態、図５（ｂ）では、表示部１１に表示されたＵＲＬ（履歴）のうちの任意のＵＲＬを
フォーカス（選択）している状態、図５（ｃ）では、ＵＲＬをアイコン登録し、そのアイ
コンを表示部１１上でフォーカス（選択）している状態、及び図５（ｄ）では、表示部１
１に表示された受信メールの本文中のＵＲＬをフォーカス（選択）している状態が示され
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ている。
【００３５】
制御部４０では、伸展検出部４９で磁気センサ２Ａの出力信号に基づいて縮退状態から伸
展状態への変位が検出された場合、同ブックマーク情報、ＵＲＬ情報、又はＵＲＬ情報に
関連づけられた情報に基づくＷｅｂ接続（所定のＷｅｂサーバへの自動接続）処理が回線
制御部４４を介して行われる。なお、表示される情報が複数のＷｅｂページ情報を意味す
る場合は、予め任意の一つを選択するように設定されることがある。
【００３６】
（３）電子メール作成の起動処理
縮退状態にある携帯電話機１の表示部１１にメールアドレス、受信メールなどの情報が表
示（指定）された状態で、係止解除操作体３０を操作して伸展状態（すなわち、通話位置
）とする。たとえば、図６（ａ）では、受信メール（発信者；ｓｅｎｄｅｒ＠ａａａ．ｃ
ｏｍ）を表示している状態、及び図６（ｂ）では、電話帳情報（メールアドレス）を表示
している状態が示されている。制御部４０では、伸展検出部４９で磁気センサ２Ａの出力
信号に基づいて縮退状態から伸展状態への変位が検出された場合、同メールアドレス、受
信メールなどの情報に基づくメール作成画面、すなわち所定のメールアドレスを宛先（受
信者）とするメール作成処理が起動される。なお、表示される情報が複数のメールアドレ
スを意味する場合は、予め任意の一つを選択するように設定されることがある。
【００３７】
また、時計部２Ｅにより、年、月、日、曜日、時刻などの計時が行われるので、例えば、
特定の時間帯と同時間帯における処理を予め指定しておけば、係止解除操作体３０を操作
して縮退状態にある携帯電話機を伸展状態へ変位させることにより、年、月、日、曜日、
時刻などに応じて、自動発呼処理、自動Ｗｅｂ接続処理、電子メール作成起動などが行わ
れる。すなわち、時間帯（例えば、平日の夜９時以降）、及び処理（例えば、自宅宛の発
呼）などを予め指定しておけば、１回の動作（係止解除操作体の操作）のみで発呼やＷｅ
ｂ接続などの処理が行われ、利用者の利便性及び操作性が向上する。
【００３８】
また、傾斜検出部２Ｃにより、携帯電話機１の鉛直線に対する傾きが検出され、その傾き
方に応じた処理が選択されるので、例えば、同携帯電話機１の傾きが垂直に近い場合は発
呼処理、あるいは水平に近い場合はＷｅｂ接続など、処理を予め指定しておけば、係止解
除操作体３０を操作した際の本体の傾きにより、自動発呼処理、自動Ｗｅｂ接続処理、電
子メール作成起動などが行われる。すなわち、表示（指定）される情報が、電話番号、メ
ールアドレス、Ｗｅｂページなどの複数の情報を含むものであっても、携帯電話機１の傾
きから任意の一つを選択することができ、利用者の利便性及び操作性が向上する。
【００３９】
また、位置検出部２Ｄにより、携帯電話機１の現在位置の検出が行われ、例えば、特定の
位置と同位置における処理を予め指定しておけば、係止解除操作体３０を操作して縮退状
態にある携帯電話機１を伸展状態へ変位させることにより、位置に応じて、自動発呼処理
、自動Ｗｅｂ接続処理、電子メール作成起動などが行われ、利用者の利便性及び操作性が
向上する。なお、位置情報は、位置検出部２Ｄが生成するだけでなく、外部から位置情報
として受け取ることもある。この場合、ＧＰＳ受信機で構成された位置検出部２Ｄが受信
した電波が無線基地局へ送出され、同無線基地局で同電波が解析されて携帯電話機１の位
置情報が生成される。この位置情報が携帯電話機１へ送出される。
【００４０】
また、アンテナ駆動部２Ｂにより、伸縮可能なアンテナ２３の伸展が制御されるので、所
定の電話番号への発呼処理や所定のＷｅｂサーバへの接続処理の際、係止解除操作体３０
を操作して縮退状態にある携帯電話機１を伸展状態へ変位させたとき、併せてアンテナ２
３の伸長も行われ、利用者の利便性及び操作性が向上する。
【００４１】
また、電子撮像装置（ＣＣＤカメラ）１４により、携帯電話機１の周辺の映像が取り込ま
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れて映像信号が生成されるので、所定の電話番号への発呼処理や所定のＷｅｂサーバへの
接続処理の際、係止解除操作体３０を操作して縮退状態にある携帯電話機１を伸展状態へ
変位させたとき、併せて同映像信号が送出され、利用者の利便性及び操作性が向上する。
【００４２】
以上のように、この第１の実施形態では、縮退状態にある携帯電話機１の係止解除操作体
３０を１回操作して伸展状態とするのみで所定の電話番号への発呼処理、所定のＷｅｂサ
ーバへの接続処理、及び電子メール作成の起動が行われ、利用者の利便性及び操作性が向
上する。
【００４３】
第２の実施形態
図７（ａ），（ｂ），（ｃ）は、この発明の第２の実施形態である携帯電話機の伸展され
た状態を示す外観図であり、同図（ａ）は背面図、同図（ｂ）は側面図、及び同図（ｃ）
が正面図である。これらの図では、第１の実施形態を示す図２中の要素と共通の要素には
共通の符号が付されている。
この形態の携帯電話機１Ａでは、同図（ｃ）に示すように、電子撮像装置（ＣＣＤカメラ
）１４が裏面側ユニット２０の第２主表面２０ａ上に設けられている。他は、図２と同様
の構成である。
【００４４】
この形態の携帯電話機１Ａでは、電子撮像装置１４が第２主表面２０ａ上に設けられてい
るので、テレビ電話通信やテレビ電話会議に用いることが可能になり、利用者の利便性及
び操作性がさらに向上する。
【００４５】
第３の実施形態
図８（ａ），（ｂ），（ｃ）は、この発明の第３の実施形態である携帯電話機の伸展され
た状態を示す外観図であり、同図（ａ）は背面図、同図（ｂ）は側面図、及び同図（ｃ）
が正面図である。これらの図では、第１の実施形態を示す図２中の要素と共通の要素には
共通の符号が付されている。
この形態の携帯電話機１Ｂでは、図２中の正面側ユニット１０、裏面側ユニット２０、及
び係止解除操作体３０に代えて、異なる形状の正面側ユニット１０Ｂ、裏面側ユニット２
０Ｂ、及び係止解除操作体３０Ｂが設けられている。正面側ユニット１０Ｂは、下方に開
口する中空の鞘状に形成され、裏面側ユニット２０Ｂが同正面側ユニット１０Ｂの内部に
収容され、長軸方向にスライド自在に係合されている。係止解除操作体３０Ｂは、正面側
ユニット１０Ｂの一側面に配設されている。また、電子撮像装置１４及び指紋認証部１５
は、裏面側ユニット２０Ｂの第２副表面２０ｂ上に設けられている。
【００４６】
図９（ａ），（ｂ）は、図８の携帯電話機が縮退された状態を示す外観図であり、同図（
ａ）は側面図、及び同図（ｂ）が正面図である。
この図９に示すように、裏面側ユニット２０Ｂが正面側ユニット１０Ｂ内に収納された状
態（縮退状態）では、主操作部２１、電子撮像装置１４、及び指紋認証部１５の光学開口
部が、正面側ユニット１０Ｂの背面部分に覆われて保護される。
【００４７】
この形態の携帯電話機１Ｂでは、第１の実施形態とほぼ同様の動作が行われ、同様の利点
がある。
【００４８】
第４の実施形態
図１０（ａ），（ｂ），（ｃ），（ｄ）は、この発明の第４の実施形態である携帯電話機
の伸展された状態を示す外観図であり、同図（ａ）は背面図、同図（ｂ）は側断面図、同
図（ｃ）は側面図、及び同図（ｄ）が正面図である。これらの図では、第３の実施形態を
示す図８中の要素と共通の要素には共通の符号が付されている。
この形態の携帯電話機１Ｃでは、図８中の正面側ユニット１０Ｂ及び裏面側ユニット２０
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Ｂに代えて、異なる表面形状の正面側ユニット１０Ｃ及び裏面側ユニット２０Ｃが設けら
れている。正面側ユニット１０Ｃでは、第１主表面１０ａと反対側の内部空間に面した裏
面側表面（第１副表面）１０ｅに電子撮像装置１４が設けられている。さらに、正面側ユ
ニット１０Ｃの背面部の電子撮像装置１４に対向する部位に、透光部１０ｄが設けられて
いる。透光部１０ｄは、電子撮像装置１４の開口部より僅かに大きな貫通孔である。他は
、図８と同様の構成である。
【００４９】
この形態の携帯電話機１Ｃでは、第１の実施形態とほぼ同様の動作が行われ、同様の利点
がある。加えて、裏面側ユニット２０Ｃが正面側ユニット１０Ｃから引き出されて展伸状
態（使用状態）になっているとき、外部の光線が透光部１０ｄを透過して電子撮像装置１
４の開口部から入光し、同電子撮像装置１４で撮像された画像が通信に利用される。また
、裏面側ユニット２０Ｃが正面側ユニット１０Ｃ内に収容された状態（縮退状態）では、
電子撮像装置１４の開口部が裏面側ユニット２０Ｃに隠されて保護される。
【００５０】
以上、この発明の実施形態を図面により詳述してきたが、具体的な構成はこの実施形態に
限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計の変更などがあってもこ
の発明に含まれる。
例えば、各実施形態では、係止解除操作体３０を１回操作して縮退状態から伸展状態とす
るのみで所定の電話番号への発呼処理、所定のＷｅｂサーバへの接続処理、及び電子メー
ル作成の起動が行われる例を示したが、予め利用者が任意に設定した動作を行うようにし
ても良い。また、図１０中の透光部１０ｄは、少なくとも該当部分を透明な材料で形成し
たり、該当部分に透明な保護板を設けるようにして実現しても良い。これにより、気密性
が高まり、異物が混入することもなくなる。また、マグネット１６及び磁気センサ２Ａは
、正面側ユニット１０と裏面側ユニット２０との伸展／縮退状態に連動してオン状態／オ
フ状態になるスイッチで構成しても良い。
【００５１】
【発明の効果】
以上説明したように、この発明の構成によれば、縮退状態にある携帯電話機の係止解除操
作体を１回操作して伸展状態とするのみで所定の電話番号への発呼処理、所定のＷｅｂサ
ーバへの接続処理、及び電子メール作成の起動が行われるので、利用者の利便性及び操作
性を向上できる。また、伸展検出信号が発生したとき、計時情報に基づいて所定の電話番
号に対する発呼、所定のＷｅｂサーバに対する接続、又は電子メール作成の起動が行われ
るので、利用者の利便性及び操作性を向上できる。また、伸展検出信号が発生したとき、
傾斜情報に基づいて所定の電話番号に対する発呼、所定のＷｅｂサーバに対する接続、又
は電子メール作成の起動が行われるので、利用者の利便性及び操作性を向上できる。
【００５２】
また、伸展検出信号が発生したとき、位置情報に基づいて所定の電話番号に対する発呼、
所定のＷｅｂサーバに対する接続、又は電子メール作成の起動が行われるので、利用者の
利便性及び操作性を向上できる。また、伸展検出信号が発生したとき、外部から与えられ
た自電話機の位置情報に基づいて所定の電話番号に対する発呼、所定のＷｅｂサーバに対
する接続、又は電子メール作成の起動が行われるので、利用者の利便性及び操作性を向上
できる。また、伸展検出信号が発生したとき、アンテナ部を伸展状態とするので、利用者
の利便性及び操作性を向上できる。また、伸展検出信号が発生したとき、所定の電話番号
に対する発呼、又は所定のＷｅｂサーバに対する接続を行うと共に、映像信号を送出する
ので、利用者の利便性及び操作性を向上できる。また、伸展検出信号が発生したとき、予
め利用者が任意に設定した動作を行うので、利用者の利便性及び操作性を向上できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】この発明の第１の実施形態である携帯電話機の縮退状態の外観図である。
【図２】図１の携帯電話機が伸展された状態を示す外観図である。
【図３】正面側ユニット１０及び裏面側ユニット２０の内部の電気的構成を示すブロック
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図である。
【図４】表示部１１に表示された情報を示す図である。
【図５】表示部１１に表示された情報を示す図である。
【図６】表示部１１に表示された情報を示す図である。
【図７】この発明の第２の実施形態である携帯電話機の伸展された状態を示す外観図であ
る。
【図８】この発明の第３の実施形態である携帯電話機の伸展された状態を示す外観図であ
る。
【図９】図８の携帯電話機が縮退された状態を示す外観図である。
【図１０】この発明の第４の実施形態である携帯電話機の伸展された状態を示す外観図で
ある。
【符号の説明】
１，１Ａ，１Ｂ，１Ｃ　　　携帯電話機
１０，１０Ｂ，１０Ｃ　　　正面側ユニット
１１　　　表示部
１４　　　電子撮像装置（撮像手段）
１６　　　マグネット（伸展検出手段）
２０，２０Ｂ，２０Ｃ　　　裏面側ユニット
２１　　　主操作部
２３　　　アンテナ（アンテナ部）
２Ａ　　　磁気センサ（伸展検出手段）
２Ｂ　　　アンテナ駆動部（アンテナ制御部）
２Ｃ　　　傾斜検出部（傾斜検出手段）
２Ｄ　　　位置検出部（位置情報手段）
２Ｅ　　　時計部（時計手段）
３０，３０Ｂ　　　係止解除操作体
４０　　　制御部（制御手段）
４１　　　着信・終話制御部
４２　　　報知制御部
４３　　　アンテナ制御部
４４　　　回線制御部
４５　　　傾斜判定部
４６　　　位置判定部
４７　　　時間判定部
４８　　　信号変換回路
４９　　　伸展検出部
４Ａ　　　表示制御部
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【図３】 【図４】
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【図７】 【図８】
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